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１ 調査の目的
本調査は、市民の寄附・ボランティア活動の実態を明らかにし、共助社会づくり及び社会貢献に関する施策のため
の基礎資料を得ることを目的として実施する。

２ 調査の沿革
本調査は、統計法（平成19年法律第53号）に基づく一般統計調査として実施している。平成25年度（2013年度）から
毎年調査を実施し、平成28年度(2016年度）以降は３年に１度実施している。

３ 調査方法
【市民調査】

（注１） 調査、集計を行った事業者により、24人分について不適切な方法で調査対象者の抽出が行われたため、
当該24人分を除いた形で集計している。

※ 一部の図表に前回の令和元年度調査（以下、「2019年度調査」と表記）の値を参考値として表示しているが、調査
対象等が異なることから数値は接続しない。

調査請負会社 ： 株式会社ナビット（調査、集計）
株式会社エーフォース（作図、報告書作成）

調 査 対 象 ： 全国に居住する満20歳以上の男女8,200人 （注１）

調 査 方 法 ： 郵送調査とオンライン調査の併用（代理回答も可とした）
調 査 期 間 ： 2022年（令和４年）11月18日（金）～12月30日（金）（42日間）
回 収 率 ： 40.3％（3,294人）
有効回答数 ： 3,170人



59.1 %
(317人)

34.3 %
(184人)

25.4 %
(136人)

11.4 %
(61人)

11.4 %
(61人)

6.7 %
(36人)

1.9 %
(10人)

12.3 %
(66人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会の役に立ちたいと

思ったから

自己啓発や自らの成長に

つながると考えるため

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

知人や同僚等からの勧め

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

社会的に評価されるため

その他

したことがある

17.4 %
(552人)

したことがない

82.6 %
(2,618人)

ボランティアについて①
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• 2021年の１年間にボランティア活動を「したことがある」と回答した人は17.4％であった。
• ボランティア活動に参加した理由としては、「社会の役に立ちたいと思ったから」（59.1％）、「自己啓発や

自らの成長につながると考えるため」（34.3％）、「自分や家族が関係している活動への支援」（25.4％）の
順となっている。

n = 3,170
（無回答者数：０人）

【 ボランティア活動への参加理由（複数回答） 】

※ 2021年の１年間にボランティア活動を「したことがある」
と回答した552人への問（うち無回答者数：16人）

【 ボランティア活動経験の有無 】

※ 2021年の１年間での活動経験

参考：2019年度調査

※ 2018年の１年間での活動経験

n = 536

したことがある したことがない

100% 17.0% 83.0%

3,065人 521人 2,544人



45.3 %
(1,437人)

40.8 %
(1,294人)

23.1 %
(733人)

22.1 %
(700人)

21.2 %
(671人)

14.5 %
(459人)

9.7 %
(308人)

7.2 %
(227人)

5.3 %
(169人)

12.6 %
(398人)

12.1 %
(382人)

0% 10% 20% 30% 40% 50%

参加する時間がない

ボランティア活動に関する

十分な情報がない

参加する際の経費

（交通費等）の負担

参加するための

休暇が取りにくい

参加するための

手続きがわかりにくい

一緒に参加する人がいない

ボランティアを受け入れる

団体等に不信感がある

参加しても実際に

役に立っていると思えない

参加する際の保険が不十分

その他

特に妨げとなることはない

ボランティアについて②
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• ボランティア活動への参加の妨げとなることがあるかとの問については、「参加する時間がない」
（45.3％）、「ボランティア活動に関する十分な情報がない」（40.8％）、「参加する際の経費（交通費等）の
負担」（23.1％）の順となっている。

【 ボランティア活動への参加の妨げとなる要因（複数回答） 】

（無回答者数：１人）

n = 3,169



寄附をしたこと

がある

35.3 %
(1,117人)

寄附をしたこと

がない

64.7 %
(2,051人)

寄附について①
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• 2021年の１年間における寄附経験の有無についてみると、「寄附をしたことがある」（35.3％）、「寄附をし
たことがない」（64.7％）となった。

参考：2019年度調査

※ 2018年の１年間での寄附経験

n = 3,168

【 寄附経験の有無 】

※ 2021年の１年間での寄附経験

寄附をしたことが
ある

寄附をしたことが
ない

100% 41.3% 58.7%

3,058人 1,263人 1,795人

（無回答者数：２人）



33.4 %
(324人)

22.8 % (221人)

13.5 % (131人)

6.7 % (65人)

11.6 % (112人)

10.2 % (99人)

1.8 % (17人)

0% 10% 20% 30% 40%

１回

２回

３回

４回

５回～９回

10回～19回

20回以上

2.3 %
(20人)

25.8 %
(223人)

16.0 %
(138人)

8.0 %
(69人)

18.2 %
(157人)

8.7 %
(75人)

9.1 %
(79人)

11.9 %
(103人) 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜世帯＞

0円 1円以上2,000円未満

2,000円以上5,000円未満 5,000円以上10,000円未満

10,000円以上30,000円未満 30,000円以上50,000円未満

50,000円以上100,000円未満 100,000円以上

系列9

3.3 %
(33人)

34.5 %
(347人)

14.0 %
(141人)

8.6 %
(86人)

18.3 %
(184人)

6.8 %
(68人)

7.7 %
(77人)

6.9 %
(69人) 0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

＜個人＞

寄附について②
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• 年間寄附金額は、個人については１円以上2,000円未満が34.5％、世帯については１円以上2,000円未
満が25.8％と最も多い。

• 寄附回数は、「２回」以下が過半数（56.2％）となっている。

【 年間寄附金額 】 【 年間寄附回数 】

n = 1,005

n = 864

n = 969

※2021年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した1,117人への問
（うち無回答者数： 個人の年間寄附金額：112人、世帯の年間寄附金額：253人、年間寄附回数：148人）



33.2 %
(368人)

25.2 % (280人)

21.8 % (242人)

21.5 % (238人)

16.0 % (177人)

10.5 % (116人)

10.3 % (114人)

8.6 % (95人)

7.6 % (84人)

7.5 % (83人)

5.0 % (55人)

4.6 % (51人)

15.1 % (167人)

0% 10% 20% 30% 40%

共同募金会（赤い羽根）

日本赤十字社

ふるさと納税等を通じて、

都道府県・市町村

町内会・自治会

NPO法人

公益社団法人（青い羽根、緑の羽根）

その他の非営利法人 （例. 一般社団法人、

一般財団法人、医療法人 等）

社会福祉法人（共同募金会を除く）

公益社団法人（青い羽根、緑の羽根を除く）、

公益財団法人

どこに寄附したかわからない

政治団体、宗教法人

学校法人

その他

寄附について③
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• 寄附を行った方法としては、「設置されている募金箱」（22.4％）、「クレジットカード等の利用」（22.2％） に
よるものが多い。

• 寄附をした相手は、 「共同募金会」（33.2％）、 「日本赤十字社」（25.2％）、 「ふるさと納税を通じて、都道
府県・市町村」（21.8％）となっている。

n = 1,109

22.4 %

22.2 %

22.0 %

21.5 %

21.0 %

15.2 %

6.5 %

1.3 %

15.3 %

30.7 %

13.7 %

20.2 %

30.8 %

22.4 %

12.4 %

5.3 %

1.9 %

17.0 %

0% 10% 20% 30% 40%

設置されている募金箱

（「街頭募金」を除く）

クレジットカード等の利用

（ポイント・電子マネーの利用含む）

銀行・コンビニ等での振込み・

口座引落とし

街頭募金

直接手渡し

寄附付商品の購入

現物寄附（品物の郵送等）

給料からの天引き

その他

2022年度調査： n = 1,109

2019年度調査： n = 1,248

【 寄附をした相手（複数回答） 】【 寄附を行った方法（複数回答） 】

※2021年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した1,117人への問
（うち無回答者数： 寄附方法：８人、寄附をした相手：８人）



寄附について④
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• 寄附をした分野としては、「保険・医療・福祉」（32.7％）が最も多い。
• 寄附をした理由としては、 「社会の役に立ちたいと思ったから」（53.8％）が最も多い。

【 寄附をした分野（複数回答） 】 【 寄附をした理由（複数回答） 】

53.8 %

32.1 %

16.4 %

11.4 %

4.8 %

4.4 %

2.6 %

1.7 %

18.3 %

59.8 %

36.2 %

10.8 %

11.7 %

9.6 %

4.7 %

3.1 %

1.1 %

15.5 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会の役に立ちたいと思ったから

町内会・自治会の活動の

一環として

所得税が軽減される

制度があるから

自分や家族が関係している

活動への支援

職場の取組の一環として

自分が抱えている

社会問題の解決に必要だから

知人や同僚などからの勧め

社会的に評価されるため

その他

2022年度調査： n = 1,098

2019年度調査： n = 1,236

32.7 %

24.6 %

22.7 %

20.0 %

12.6 %

10.8 %

10.3 %

8.9 %

7.5 %

5.2 %

16.7 %

30.3 %

44.7 %

19.6 %

19.6 %

9.5 %

7.8 %

6.9 %

8.2 %

7.5 %

4.5 %

15.3 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

保健・医療・福祉

災害救助支援

子ども・青少年育成

まちづくり・まちおこし

国際協力・交流

自然・環境保全

人権・平和

教育・研究

地域安全

芸術・文化・スポーツ

その他

2022年度調査： n = 1,088

2019年度調査： n = 1,209

※2021年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した1,117人への問
（うち無回答者数： 寄附をした分野：29人、寄附をした理由：19人）



35.9 %

23.5 %

16.1 %

9.2 %

15.3 %

40.9 %

21.8 %

13.4 %

10.0 %

13.9 %

0% 10% 20% 30% 40% 50%

寄附金控除制度について

知らなかったから

制度を利用しても

控除金額が少なかったから

確定申告を行わなかったから

寄附先が寄附金控除制度の

対象ではなかったから

その他

2022年度調査： n = 813

2019年度調査： n = 950

利用した

23.9 %
(262人)

利用しなかった

76.1 %
(832人)

寄附について⑤
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• 2021年の１年間における寄附金控除制度利用の有無についてみると、「利用した」と回答したのは、
23.9％となった。

• 寄附金控除制度を「利用しなかった」と回答した者が、利用しなかった一番の理由としては「寄附金控除
制度について知らなかったから」（35.9％）が最も多い。

参考：2019年度調査

※ 2018年の１年間での寄附金控除制度利用の有無

【 寄附金控除制度利用の有無 】

n = 1,094

利用した 利用しなかった

100% 16.7% 83.3%

1,221人 204人 1,017人

【 寄附金控除制度を利用しなかった理由 】

※2021年の１年間で「寄附をしたことがある」と回答した1,117人への問
（うち無回答者数：23人）

※2021年の１年間で「寄附金控除制度を利用しなかった」と回答した832人への問
（うち無回答者数：19人）



50.3 %

23.5 %

22.9 %

18.2 %

12.9 %

5.1 %

18.0 %

50.0 %

24.1 %

22.6 %

15.0 %

12.0 %

4.8 %

19.2 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

経済的な余裕がないこと

寄附先の団体・NPO法人等に対する

不信感があり、信頼度に欠けること

寄附をしても、

実際に役に立っていると思えないこと

寄附を行いたいが、

十分な情報がないこと

寄附の手続きがわかりにくいこと

その他

特に妨げとなることはない

2022年度調査： n = 3,165

2019年度調査： n = 2,995

寄附について⑥
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• 寄附の妨げとなる要因については、「経済的な余裕がないこと」（50.3％）が最も多い。
• 寄附を行う場合に必要な情報は、 「寄附先の活動内容」（78.1％）が最も多く、次いで 「寄附により期待さ

れる効果」（53.3％）となっている。

78.1 %

53.3 %

32.0 %

28.0 %

20.9 %

17.4 %

6.7 %

76.9 %

53.1 %

27.6 %

25.3 %

17.4 %

14.4 %

6.0 %

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

寄附先の活動内容

寄附により期待される効果

寄附先の財務状況

寄附金により購入した

商品・サービスの一覧表

寄附先の役員や

職員に関する情報

寄附金控除制度が

適用されるかどうか

その他

2022年度調査： n = 3,161

2019年度調査： n = 2,981

【寄附を行う場合に必要な情報（複数回答） 】【 寄附の妨げとなる要因（複数回答） 】

（無回答者数： 寄附の妨げとなる要因：５人、寄附を行う場合に必要な情報：９人）



とても関心がある

4.7 %
(148人)

少し関心がある

32.3 %
(1,023人)

あまり関心がない

44.5 %
(1,410人)

まったく関心がない

18.5 %
(584人)

13.1 %
(81人)

7.6 %
(47人)

0.2 %
(1人)

0.2 %
(1人)

82.5 %
(509人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所得税における所得控除を利用した

所得税における税額控除を利用した

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇措置を利用した

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇措置を利用した

利用しなかった

NPO法人について①
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• NPO法人に対する関心としては、 「あまり関心がない」（44.5％）が最も多い。関心がある層は、 37.0％
（「とても関心がある」（4.7％）、 「少し関心がある」（32.3％）の合計）であった。

• 寄附の税制優遇制度の認知について、 「知っているものはない」（75.7％）が最も多く、 「知っているもの
がある」とする回答は24.3％であった。

• 寄附の税制優遇制度のうち、 「利用しなかった」が82.5％と最も多い。利用した優遇制度としては、 「所
得税における所得控除」（13.1％）が最も多い。

n = 3,165

n = 617

【 認定・特例認定NPO法人に対する
寄附の税制優遇制度の利用 （複数回答）】

【 NPO法人に対する関心 】

（無回答者数：５人）

※認定・特例認定NPO法人に対する寄附の税制優遇制度について、「知っている
ものがある」と回答した770人への問（うち無回答者数：153人）



8.4 %
(267人)

2.4 %
(77人)

0.1 %
(4人)

0.1 %
(2人)

89.9 %
(2,841人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現金

その他の現物（本、衣服、食料品、

日用品、パソコン等機器等）

有価証券（株式、債券等）

不動産（土地、建物等）

寄附したものはない

NPO法人について②
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• NPO法人への寄附について、 「寄附したものはない」が89.9％と最も多くなった。
• 寄附をしたものとしては「現金」 （8.4％）が多い。

n = 3,161

【 NPO法人へ寄附したもの （複数回答） 】

（無回答者数：９人）



12.0 % (53人)

9.3 % (41人)

0.5 % (2人)

0.5 % (2人)

84.1 %
(370人)

0% 20% 40% 60% 80% 100%

所得税における所得控除を利用した

所得税における税額控除を利用した

一定の現物による寄附をした場合の

譲渡所得課税に関する優遇制度を利用した

相続財産の寄附をした場合の

相続税に関する優遇制度を利用した

利用しなかった

公益法人という言葉も制度も

よく知っている

3.7 %
(116人)

制度はよく知らないが、具体的

な公益法人の名前は知っている

14.7 %
(466人)

制度も具体的な公益法人の名

前も知らないが、公益法人とい

う言葉は聞いたことがある
40.2 %

(1,271人)

知らない

41.4 %
(1,311人)

公益法人について①
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• 公益法人に対する認知としては、 「知らない」（41.4％）が最も多い。次いで、「制度も具体的な公益法人
も知らないが、公益法人という言葉は聞いたことがある」（40.2％）であった。

• 寄附の税制優遇制度の認知について、 「知っているものはない」（71.5％）が最も多く、 「知っているもの
がある」とする回答は28.5％であった。

• 寄附の税制優遇制度のうち、 「利用しなかった」（84.1％）が最も多い。利用した優遇制度としては、 「所
得税における所得控除」（12.0％）が最も多い。

n = 440

n = 3,164

【 公益法人に対する認知 】 【 公益法人に対する寄附の税制優遇制度の利用 （複数回答）】

（無回答者数：６人）
※公益法人に対する寄附の税制優遇制度について、「知っているものがある」と

回答した488人への問（うち無回答者数：48人）



8.5 %
(269人)

1.1 %
(35人)

0.1 %
(2人)

0.0 %
(1人)

90.7 %
(2,869人)

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

現金

その他の現物（本、衣服、食料品、

日用品、パソコン等機器等）

有価証券（株式、債券等）

不動産（土地、建物等）

寄附したものはない

公益法人について②
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• 公益法人への寄附について、 「寄附したものはない」が90.7％と最も多くなった。
• 寄附をしたものとしては「現金」（8.5％）が多い。

n = 3,163

【 公益法人へ寄附をしたもの （複数回答） 】

（無回答者数：７人）
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